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1　事業の概要

２　今後の事業の方向性

３　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)
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・機能低下した地すべり防止施設や安全性の低いため池等の整備を行うハード対策に加え、ハザードマップなど災害時の被害を最小化する
ソフト対策を一体的に進め、農村地域の安全を確保する。
・耐震性不足と判定されたため池について、平成30年度までに耐震対策に着手する。

（主な実施内容：地すべり対策事業 15地区、県営農村地域防災減災事業 45地区、団体営農村地域防災減災事業 19地区 など）

棚田地域保全施設管理事業

ため池管理体制緊急整備事
業

56,666 52,964 62,666

177,502 213,086

96,439 91,129 116,590

2,535,696 2,779,232

地すべり防止区域で行う地すべり対策工事（15地区）

ため池、用排水路等の補強や石綿管の更新（54地区）

防災減災対策のための調査及び計画策定への支援（20地区）

（決算） （当初）

 概算事業費（B（A）+C） 2,657,258 2,791,762 4,070,874 6,699,935

29年度　実施内容（実績）

地すべり防止施設の長寿命化、ため池の耐震化と豪雨対策、排水機場
の更新整備など防災減災対策を進める。

3,272,761 3,724,108 3,201,496合計 42.80

10,703

5,238

171,502

2,482,772

5,700 4,879

53 0 0

5,218 5,218

農業用施設の緊急対策工事（41箇所）

地すべり防止施設の補修工事等（15箇所）

地すべり防止区域内の巡視等の管理委託（115区域）

適正なため池保全管理のための研修会の開催（2回）

地すべり防止区域の標柱位置の座標値化（16区域）

24.30

0.46

3.80

395,487 577,600 352,025

成果指標
設定理由

・第２期長野県食と農業農村振興計画の達成指標とする。(①)
・ため池耐震化緊急対策事業における目標値とする。(②)

（当初）

29年度 30年度
No

プロジェクト

No

10.60

細事業名

地すべり対策事業

目標に対する

成果の状況
①地すべり対策事業地区において、地すべりの兆候が見られたため事業工期を延伸したため未達成となった。（達成率83.9％）
②国庫補助事業を活用し重点的に事業を推進したことにより目標を達成した。

今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

課　題 今後の方向性

県が管理する地すべり防止施設の老朽化が進んでいる。
地震や豪雨に対する安全性が確保されていないため池や、老朽化
した排水機場の整備など防災減災対策が求められている。

 決　　算　　額（B） 2,239,320 2,390,522 3,724,108

 概算人件費 （Ｃ） 417,938 401,240 346,766 378,363

概　算
人　件

費

 職員数（人） 50.50 50.70 42.80 46.70

75,491 117,479 248,327

　国庫支出金 1,293,974 2,363,613 3,493,732

達成
　県　債 954,615 1,923,000 2,660,000 2,235,000

②

　その他 288,130 563,830 760,369 670,942

3,167,303

当初予算 3,237,810 2,864,775 3,272,761 3,201,496

前年度繰越 1,031,364 453,657 2,535,275 3,120,076
No

29年度

達成状況成果目標値
28年度成果指標 27年度

目指す姿

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　分（単位：千円） 27年度 28年度 29年度 30年度 指標及びその達成状況

予
算
額 未達成

合計（A) 2,702,918 4,925,934 7,031,580 6,321,572

補正予算 -1,566,256 1,607,502 1,223,544
①

Aの
財源

　一般財源 166,199

現状
(予算編成時)

・地すべり防止区域137箇所において、防止施設の機能低下が生じている。また、豪雨や地震等に対す
る安全性の低い水路やため池等が多数存在する。
・規模又は下流への影響が大きいため池113箇所の耐震性点検を実施した結果、37箇所が耐震性不足
と判定された。

29年度決算額 3,724,108 千円

職員数 42.80 人

施策の
総合的展開

4-1　地域防災力の向上

4　災害に強い地域づくり

事業番号 09 05 04 事業改善シート （29年度実施事業分） □当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

nochi@pref.nagano.lg.jp
しあわせ信州創造プラン（総合５か年計画）

プロジェクト

事　業　名 農村地域の防災減災対策事業
部局 農政部 課・室 農地整備課

実施期間 S35 E-mail

3.30

0.12

0.10

0.12

職員数

（人）

県営農村地域防災減災事業

団体営農村地域防災減災事
業

県単緊急農地防災事業

県単農地地すべり対策事業

地すべり防止区域管理強化事
業

農地等の安全確保面積
（ha）

ため池の耐震対策着手箇所数
（箇所）

1,800

29

1,169

18

1,511

32

1,106
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事　業　改　善　シ　ー　ト　附　表

27年度 28年度

地すべり対策事業 地すべり対策事業
直
接 地すべり防止区域で行う地すべり対策工事（15地区） 地すべり防止区域で行う地すべり対策工事（15地区）

計画通り
○

515,772 392,775 395,487 395,487 314,771 577,600 4-1,4 090517

県営農村地域防災減災事業 県営農村地域防災減災事業
直
接 ため池、用排水路等の補強や石綿管の更新（45地区） ため池、用排水路等の補強や石綿管の更新（57地区）

計画通り
○

2,279,212 2,130,341 2,535,696 2,535,696 856,309 2,779,232 4-1,4 090518

団体営農村地域防災減災事業 団体営農村地域防災減災事業
補
助
金

防災減災対策のための調査及び計画策定への支援（19
地区）

防災減災対策のための調査及び計画策定への支援（20
地区）

計画通り
○

197,201 98,192 96,439 96,439 -5,310 91,129 4-1,4 090519

県単緊急農地防災事業 県単緊急農地防災事業
直
接 農業用施設の緊急対策工事（29箇所） 農業用施設の緊急対策工事（41箇所）

計画通り
○

177,502 177,502 177,502 177,502 57,774 213,086 4-1,4 090521

県単農地地すべり対策事業 県単農地地すべり対策事業
直
接 地すべり防止施設の補修工事等（14箇所） 地すべり防止施設の補修工事等（15箇所）

計画通り
○

56,666 56,666 56,666 56,666 52,964 4-1,4 090522

棚田地域保全施設管理事業 棚田地域保全施設管理事業
委
託 地すべり防止区域内の巡視等の管理委託（114区域）

地すべり防止区域内の巡視等の管理委託（115区域）
（委託先：22市町村）

計画通り
○

5,431 5,317 5,218 5,218 5,218 4-1,4 090505

ため池管理体制緊急整備事業 ため池管理体制緊急整備事業
直
接 適正なため池保全管理のための研修会の開催（2回） 適正なため池保全管理のための研修会の開催（2回）

計画通り
○

2,100 56 53 53 0 4-1,4 090507

地すべり防止区域管理強化事業 地すべり防止区域管理強化事業
直
接 地すべり防止区域の標柱位置の座標値化（38区域） 地すべり防止区域の標柱位置の座標値化（16区域）

計画未満
△

3,926 3,926 5,700 5,700 4,879 4-1,4 新規

　

　

　

　

　

　

　

3,237,810 2,864,775 3,272,761 3,272,761 1,223,544 3,724,108 0

農地整備課
090504 □当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

細事業
No

細事業名 項目

実
施
方
法

29年度　実施内容（予定） 29年度　実施内容（実績）
29年度
実施
状況

事業番号
事　業　名 農村地域の防災減災対策事業 部局 農政部 課・室

備　考
(H28事業
番号)当初

(千円)
当初
(千円)

要求
(千円)

当初
(千円)

補正
(千円)

決算
(千円)

主な点検
区分結果

29年度 総合5か年計画 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 県民協働事業改善
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番　号
施策の
総合的
展開

予算
(千円)

実施
年度

1

2

3

4

5

合　　　　計

7

8


